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民法（債権関係）部会資料 ３

 

民法（債権関係）の改正の必要性と留意点 

（第１回会議における意見の概要） 
 

１ 民法（債権関係）の改正の必要性について 

（分かりやすい民法） 

○ 国民にとって分かりやすい民法にするというのは，非常に重要な視点であ

る。 

○ 判例を十分に理解している人間でなければ民法が使えないというのは問題

であり，判例法理等を明文化して，国民にとって民法を分かりやすいものとす

る必要があるのではないか。 

○ 消費者相談においても民法は重要であるが，法律の専門家でない相談員にと

って，条文に書かれていない判例法理などで実務運用がされている現状は大変

分かりにくいので，そのような現状を改め，分かりやすい民法にする必要があ

るのではないか。 

○ 現在の民法の運用状況は，一般の市民にとって分かりにくいだけでなく，例

えば，隣接する他の法分野の研究者のような法律専門家にとっても，決して見

通しの良いものではない。国民一般の中でも相当に幅広い層から，分かりやす

く改めることを求められる状況にあるのではないか。 

○ 明治期に急いで作ったという事情もあって日本民法は簡素で条文数も少な

く，これに判例・実務が諸々のルールを付け加えることにより運用されている。

現在の実務家はそれに不自由を感じないかも知れないが，これからの世代の人

々にとって学びやすい民法，分かりやすい民法という視点も必要ではないか。

また，判例等のルールを明文化することには，外国から見たときの日本法が分

かりやすくなるという利点もあるのではないか。 

○ これから法律を学ぶ学生や，日本法を参照しようとする外国人に対して，日

本法では条文と実際の運用が違っていると説明せざるを得ない状態を，いつま

でも放置してよいのか。 

○ 判例法理の明文化だけでなく，弁済により債務が消滅することなど，法律家

は当然のこととして理解しているが条文には書かれていないルールを明文化

していくことも，重要ではないか。また，分かりやすさを追求すれば，民法の

条文の書き方が変わってくる可能性もあるので，そういう視点で債権法の規定

全体を見直してみる必要があるのではないか。 

 

（条文の在り方） 

○ 民法の条文の在り方として，短く凝縮された文言を柔軟に解釈する俳句のよ

うなモデルと，様々な論点について詳細な規定を設ける散文ないし説明文のよ
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うなモデルがあり得るが，例えば，詐害行為取消権は，現在の少ない条文でも

機能している。詳細な規定を設けることによって，本当に分かりやすい民法に

なるのか，適切な運用に資するのか，疑問があるのではないか。 

○ 抽象的な内容の条文が一面的に良いとすると，信義則の規定のみで足りるこ

とにもなる。予測可能性を高めるという点からは，ある程度は規定を増やして，

内容が分かるようにした方が良いのではないか。 

○ 現在のルールを固定化することには今後の解釈の発展を阻害する面もある

ため，これからの判例や議論の展開に配慮しつつ，現時点でどこまで条文化す

べきなのかという点について，基本的な考え方の一貫性にも留意しつつ，個別

の問題に応じて検討をしていくのがよいのではないか。 

 

（社会・経済の変化への対応） 

○ 企業にとって，取引の一層の円滑化や予見可能性の向上に資するような改正

が必要なのではないか。 

○ 市場金利と乖離した法定利率により，現実の経済活動への弊害も生じてい

る。このように明らかに改正が必要な規定が取り残されることがないよう，全

般的な見直しを行う必要があるのではないか。 

○ 例えば，売買の領域で現行民法が想定しているのは，不動産等の特定物の売

買であるが，今日では工業製品等の種類物の売買の重要性が高まっており，そ

れを典型とした売買の規定の在り方を検討する必要がある。民法は，一定の社

会を想定しながら，それに妥当するルールを設定したものであるから，現代の

社会状況に適合するように見直しを行う必要があるのではないか。 

○ 早急な法改正の必要性に迫られている場合には，様々な制約の中で議論をせ

ざるを得なくなるので，そういった制約のない機会に，ある程度の時間をかけ

て，社会の変化への対応や分かりやすさを目標として議論をすることが必要な

のではないか。 

○ 商法（商行為法）の規定の一部には，実務的に不合理な内容のものが存在し

ているが，民法にも同様の問題がある可能性がある。民法（債権関係）におけ

る個々の任意規定がデフォルトルールとしての合理性を有するかどうかを検

討していくことは，実務的な観点からも重要なことではないか。 

 

（全体を見直す必要性，改正の理念） 

○ 今回の民法（債権関係）の見直しに対しては，緊急に解決すべきどのような

課題があるのか，なぜ問題のある条文の個別的な見直しではなく全面的な改正

を行おうとしているのか，全体としてどのような理念に基づいて改正しようと

しているのかという疑問があるのではないか。 
 
○ 例えば，消費者契約法の不実告知の規定を民法の一般規定とするかどうか

は，重要な検討課題であるが，その改正をする場合には，関連する意思表示の
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規定を一緒に見直して，全体として整合的で，使いやすいものとなるように配

慮する必要がある。このように，民法を改正する際には，個別規定の改正の必

要性の議論だけにとらわれず，広く全体を見渡して検討を行う必要性があるの

ではないか。 

○ 特定物売買における危険負担の規定（民法第５３４条）が不合理であること

には異論が無いが，この規定を改正するときは，解除等の債務不履行に関する

様々な制度に影響することから，整合性を取るために全体的な構造の見直しを

する必要がある。個別的に改正の必要性があるところから議論を始める必要が

あるが，その結果，全体的な見直しにつながっていくことは不可避なのではな

いか。 

○ これまでの緊急性のある立法課題では，周辺にある問題点は対象とせず中心

部分のみに限定して議論をしてきたが，それでは緊急の必要性が無い論点は，

いつ改正を検討するのか。民法制定から１００年あまりを経た現時点で，これ

からの５０年，１００年のためのメンテナンスとして，全体的な見直しを行う

必要があるのではないか。 
 
○ 全体についての改正の理念が重要であることは否定しないが，それを現時点

で抽象的に議論するよりも，個別論点の議論の際に，その背後にある改正の理

念が問題となる場面において議論するのが有益なのではないか。また，個別論

点についての議論の積み重ねの中から，全体を一貫する改正の理念が導かれる

可能性もあるのではないか。 

○ 改正の理念が何であるかを現段階で抽象的に議論しても，一致点を見出すこ

とは困難である。民法における人間像の在り方とか，合意の尊重といった理念

を現段階で議論しても，前に進みようがないのではないか。この部会ではゼロ

から議論することが確認されているのだから，「債権法改正の基本方針」（参

考資料１）で示されている意見にとらわれ過ぎないで議論をすればよいのでは

ないか。 

○ 改正の理念を明らかにする必要があるという指摘は，例えば，消費者契約法

の規定の取扱いであるとか，履行障害や意思表示に関する問題でどのような基

本姿勢をとるのかといった個別の検討に際して，理念的な一貫性に注意を払い

ながら検討する必要があるという指摘でもあるのではないか。 

 

２ 民法（債権関係）改正の留意点について 

（一般的な留意点） 

○ ５０年先の民法として，又は５０年先の社会にとって，どのような民法典が

必要であるかということを意識して，検討することが必要ではないか。 

○ 現在の具体的課題の解決ではなく将来の社会の在り方を方向付けていく改

正になると考えられることから，将来の社会をどのような方向に変えていくか

という点について，十分に議論する必要があるのではないか。 
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○ 改正に当たっては，資本主義経済の発展やイノベーションを阻害しないよう

にするという観点が必要ではないか。 

○ 判例法理の明文化や条文表現の整理といった観点からの改正と政策的な観

点からの改正を明確に区別して議論をする必要があり，後者の政策的な改正に

ついては，その必要性と社会に与える影響を十分に検討し，慎重に議論を進め

る必要があるのではないか。 

○ 市場のグローバル化の進展に伴う社会･経済の変化に適切に対応するための

民法の現代化は必要であるが，近時の社会環境の急激な変化により国民的なコ

ンセンサスを得ることが難しい時期にあることから，慎重に検討を進めること

が必要なのではないか。 

○ 現行法との連続性，法的安定性に常に配慮して，検討を進めていく必要があ

るのではないか。 

○ 現行の民法典が社会の中で定着していることを踏まえ，特段見直しの必要が

無い部分については，たとえ学説としては正しくても根本的なルールの変更を

しないようにすべきではないか。 

○ 政策的な論点を議論する場合には，どこがその政策決定を行うのにふさわし

い場であるかに配慮しながら議論をすることが必要ではないか。 

 

（国際的な取引ルールとの関係） 

○ 国際取引が盛んになっている現代において，日本だけがほかの国と違うルー

ルを採用していることは，取引の障害になるから，諸外国の取引ルールとの整

合性という点も軽視してはならないのではないか。 

○ 経済のグローバル化が一層進む中で，日本経済全体を俯瞰して，内外の経済

取引に障害にならないようにするという視点で検討することが必要ではない

か。 

○ 国際的な取引ルールについては，現代の社会の中で，どのような民事実体ル

ールが望ましいのかという観点から議論されている部分も多く，国内における

取引・契約の在り方を検討する上でも，参考にするべきものが含まれている。

国際的な取引ルールだからという理由で検討の対象にしないとすると，日本の

民法の今後のあるべき枠組みを検討する上で，重要な視点が欠落することにな

ってしまうおそれがあるのではないか。 

○ 国際的な取引ルールとの調和という視点も必要であるが，民法は国内の様々

な地域で行われる個人間の売買や役務提供契約にも広く適用される一般ルー

ルであるため，様々な適用場面を想定しながら検討する必要があるのではない

か。 

○ 国際的な取引ルールとの共通化は，結果的にそうなるのはよいが，当初から

それを目的とすべきではないのではないか。 
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（審議の進め方） 

○ 検討対象とする各論点を，判例法理を明文化するための改正，政策的に実務

を変更するための改正，実務を変えるものではないが文言を整理するための改

正といったグループに分類して議論すると，分かりやすいのではないか。 

○ 債権関係の規定といっても，性質の異なる様々なテーマが含まれているの

で，一括して全体の答申をすることに拘泥せず，別の機会に検討すべきテーマ

は切り離し，先行して検討するテーマと後回しにするテーマを仕分けながら，

審議を進めていくべきではないか。 

○ 真に国民の国民による民法改正にするために，国民の意見を広く募る機会を

持つべきではないか。 

○ 改正の理念に関する問題や，文言の整理等の法技術的な問題も含めて，議論

の全体像を国民に広く示し，国民の意見を問う必要があるのではないか。パブ

リックコメントの手続に付す機会については，一回ではなく，複数回設けるべ

きではないか。 


